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0. はじめに 
 戦争や軍事行為に関わる正義問題を扱う規範理論は正戦論(just war theory)と呼ばれる。
本稿では、とりわけ英米圏の倫理学や政治哲学といった学問領域において近年多くの研究
蓄積が進む現代正戦論を取り巻く論争を紹介することで、今何が問題とされているのか、
を明らかにしたい。そのキーワードは、Taking rights seriously である。 
 
1. 基本構造の一般理解 
 正戦論とは、戦争それ自体の正義問題を扱う「戦争への正義(jus ad bellum)」（以下、
JAB）と、個別的な戦闘行為の正義問題を扱う「戦争における正義(jus in bello)」（以下、
JIB）という二つの正義問題を基本構造としている1。端的に言えば、前者は戦争の目的、
後者は戦争の手段に関する正義をそれぞれ問うことで、その抑制を試みている。 
1.1 「兵士の道徳的平等性」  
 ところが、現代正戦論において最も論争的な箇所は、こうした二つの正義問題の問い方
にある。例えば、英米圏において影響力のある正戦論者の一人であるウォルツァー(Walzer, 
M.)は、二つの正義問題は論理的に区別された構造にある、と主張する2。つまり、戦争の
規範的評価とは、その目的と手段に関する正義が別々に評価され、一方に回収されるべき
ではない。こうした主張を端的に含意する教義が、ウォルツァーによって提示される「兵
                                                   
1 近年では、ユス・ポスト・ベルム（jus post bellum）、つまり「戦後の正義」と呼ばれる概念
への発展が見られるが、その含意や評価をめぐって研究者のあいだで十分な合意があるわけで
はない。この新しい概念に関する検討は、[福原 2012b]を参照されたい。 
2 ウォルツァー正戦論の体系的な概説は[福原 2012a]を、英語文献のモノグラフとして、
[Hudson 2009；Orend 2000]を参照されたい。 
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 士の道徳的平等性(the moral equality of soldier)」である。それによれば、一度戦地に赴
き、敵に対して致命的な脅威を示す戦闘員は、生命と自由の道徳的権利を喪失することで
正当な軍事目標となる。しかし、これにより同時に敵を殺害する権利が付与される。そし
て、一方で脅威を示さない民間人に対しては直接的な軍事目標としてはならない、という
「非戦闘員保護原則」もしくは「区別性原則」といった義務遵守が要請される[Walzer 
1977=2008]3。つまり、「兵士の道徳的平等性」とは、JAB に関わらず、脅威の存在によ
り戦闘員同士が殺し合う上で平等な権利義務関係にある、ということを確認する教義であ
る。 
1.2 二つのテーゼ 
 こうした正戦論の基本構造に関するウォルツァーの立場は、戦争への一般理解として必
ずしも特異的なものではない。例えば、ウォルツァーが自身の正戦論を戦争慣習(war 
convention)の体系化として位置づけるように、「兵士の道徳的平等性」や「非戦闘員保護
原則」といった規範的主張は、とりわけ第二次世界大戦以降に戦時国際法として成文化さ
れた武力行使に関わる法体系とほぼ同内容である。また、これまでの現代正戦論者も、こ
うした立場を基本構造の一般理解として共有してきたと言ってよい[cf. Christopher 
1999；O’Brien 1995；Phillips 1984；Regan 1996]。最後に、こうした基本構造の一般的
理解を予め二つのテーゼに分類しておく[Rodin & Shue 2008:2-3]。 
 
対称テーゼ(the symmetry thesis) 
JIB の権利義務は、戦闘員双方に対称的な関係にある。 
                                                   
3 ネーゲル(Nagel, T.)もまた、著名な論文「戦争と大量虐殺(war and massacre)」において、
戦闘における脅威の存在が個人の道徳的地位にとって決定的であることを指摘している
[Nagel 1972=1989:112]。また、ウォルツァーは戦闘の意思がない負傷兵や捕虜兵、さらには
軍の医療人員も保護原則が適用されるべきであることを指摘している。なお、軍需産業などで
戦争活動に間接的に携わるような民間人は、彼らが軍需工場等で働いている時に限り、結果と
して攻撃の対象となることを認めている[cf. Walzer 2006]。 
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 独立テーゼ(the independence thesis) 
JIB の権利義務は、JAB に対して独立する。 
 
2. 一般理解への批判 
 戦争に関する規範理論は、一般的に悪とされる殺害がなぜ正当化されるのか、という倫
理的な問いを出発点とするといっても過言ではない。この問いに明晰な回答を与えること
で初めて戦争正当化は可能となる。近年、こうした根源的問題を権利論の分析を通じて改
めて突き詰めることで基本構造の一般理解に対して多くの批判的検討が行われている[cf. 
Lazar 2010；McMahan 2009；Rodin 2002；Rodin & Shue (eds.) 2008]。ここでは、権
利論を通じた殺害正当化の基礎をなす個人の自衛権(the right of personal self-defense )
（以下、RPS）を説明した上で、RPS 正当化に不可欠となる権利侵害と付加的条件に関連
して、上記の二つのテーゼをそれぞれ反証したい。 
2.1 自衛権 
 正戦論における原初的モチーフは、国内社会で限定的に認められる RPS と、そこから
導出される国家の自衛権(the right of national self-defense)（以下、RNS）という二つの
基底的権利の正当化にある4。例えば、権利は相関する義務を伴う、という権利論の基本的
な含意に従った場合、道徳的主体AがBに対して殺害されない権利をもつ、ということは、
B に A を殺害しない義務が随伴する[cf. Shue 1996]。しかし、こうした両者の互恵的な権
利義務関係が一方の権利侵害によって破綻した場合、自然的な執行権力(natural executive 
rights)が発生する。というのも、先行する権利侵害によって権利侵害者は生命と自由に関
                                                   
4 もちろん、RPS から RNS への導出自体への体系的批判も存在する[cf. Norman 1995；Rodin 
2002]。例えばロディン(Rodin, D.)によれば、RNS 正当化には、RNS を RPS の特別適用とし
て正当化する還元型と、個人から国家へと RNS を RPS の類推として正当化する類推型の二つ
が存在する。いずれの正当化も、国家間戦争における権利主体たる国家と、戦闘において殺害
を行う個人のあいだの理論的齟齬により失敗している。詳しくは、[Rodin 2002；2004]を参照
されたい。 
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 する道徳的権利を喪失する(forfeit)、と考えられるからだ。例えば、A が B から言われな
き攻撃を受けた場合、A は B への抵抗を通じて権利を保全、回復する権能が付与される。
ただし、とりわけ RPS 正当化では、先行する権利侵害と共に、執行権力に関する権利主
体(主体 A)、権利の対象(主体 B)、執行の内容（殺害）、執行の目的（防衛）といった具体
的な要素の規範的な関係が分析される必要がある。というのも、こうした関係が、特定の
権利侵害に対する応答として殺害という危害が適切であるのか、という実質的問題を構成
するからである。そして、この問題にこそ、比例性(proportionality)や、必要性(necessity)、
緊迫性(imminence)といった付加的条件が関わってくる[Rodin 2004:64]。 
 このように RPS 正当化は、権利侵害による道徳的権利の喪失と付加的条件という二つ
の論点により構成される。つまり、道徳的主体 A は B による権利侵害に対して、付加的条
件に適う程度で自衛権が認められる。 
2.2 責任(liability)による対称テーゼの反証 
 では、生命と自由に関わる道徳的権利はいかなる権利侵害により喪失する、と見なされ
るのだろうか。一般理解によれば、脅威の有無が道徳的権利の喪失に関する根拠である。
つまり、戦闘員は単に脅威を示すことによって相互自衛的な権利義務関係にある。しかし、
こうした想定は RPS をめぐって些か反直観的な帰結を生む。例えば、犯罪者による攻撃
に対する警察官の自衛的な攻撃という脅威の存在が、前者が後者を殺害する権利がある、
という命題を成立させることになる。つまり、脅威の有無によって RPS の権利侵害が構
成される場合、対抗的自衛さえも権利侵害となる。 
 むしろ、権利論の立場に立つ場合、他者への危害正当化は特別な正当化を伴わない危害
の責任(liability)にある[cf. McMahan 2010；2011；Rodin & Shue 2008]5。つまり、RPS
                                                   
5 もちろん、危害正当化条件は権利移譲という同意も考えられる。この場合、戦争をボクシン
グのような自発的な闘争へと類推することになる。確かに、戦闘員たちは自身の死を予期しな
がら戦地は向かう。しかし、殺害を不可避とする戦争がたとえ（明示的、もしくは暗黙の）同
意に基づく場合でも、それぞれの戦闘員の行為の直接目的は自らの死ではないことは明らかで
ある。要するに、多くの戦闘員はボクサーが試合前に同意するように戦争に同意しているわけ
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 によって個人に殺害という危害が与えられるのは、当該の個人が危害を受けるに値する、
もしくは危害を受ける責任がある(deserves to be harmed or is liable to be harmed)から
である。そしてこのとき、特別な正当化を伴わない攻撃の責任によって権利侵害者と被害
者のあいだには、明らかな規範的な非対称が存在する。というのも、権利侵害それ自体が、
正義問題であるからだ[McMahan 2010:498]6。つまり、生命と自由に関わる道徳的権利は
不正な権利侵害により喪失する。このように、戦闘員の道徳的地位は、RPS 発動によって
正当に危害を加えられる正しい戦闘員と、先行する不正な権利侵害によって対抗的な危害
が認められない不正な戦闘員という非対称な関係にある。よって、一般理解における対称
テーゼは反証される。 
2.3 比例性による独立テーゼの反証 
 では、いかなる付加的条件が適う程度で自衛権は認められるだろうか。すでに述べたよ
うに、正戦論では個別的な攻撃に関わる付加的条件として、比例性や必要性、緊迫性など
が挙げられており、事実認定に左右される実質的問題に踏み込む必要がある。このなかで
も比例性は、軍事行為の規範的評価における重要な役割として近年再評価されつつある[cf. 
May 2007；Singer 2003；伊勢田 2006]。個別的な攻撃に関する比例性によれば、攻撃が
生み出す悪が、それによって得られる善に対して比例的ではない場合、そうした攻撃は正
当化されない7。ただし、ここで攻撃によって得られる善とは、あらゆる積極的な帰結の総
                                                                                                                                                     
ではない、と考えられる[McMahan 2012:508-510；Rodin 2002]。 
6 ここで問題とされる正義概念は、不正な権利侵害以前の道徳的原状を回復する匡正的正義で
あることは明らかである。こうした執行権力が、刑罰や抑止といった懲罰的正義をも含意する
ことも指摘されているが、この問題に関してはここでは十分に論じる用意がない [cf. 
McMahan 2008]。 
7 ここで問題とされる悪とは、基本的には民間人への付随被害を指す。例えば、正当な自衛攻
撃がもれなく第三者への危害を生む場合、どの程度許容されるのか、という問題である。こう
した問題に対しては、正戦論では伝統的にダブル・エフェクト原則（二重結果の原則）による
比例的抑制という回答が与えられてきた。むろん、こうした原則が実際の戦闘では十分に機能
しているとは言い難いだろう。また、予見可能かつ間接的な第三者への攻撃も可能なかぎり縮
減されるべき、という原則の厳格化を主張するウォルツァーのような立場[Walzer 1977=2008]
や、ダブル・エフェクト原則自体を認めない立場[Thomson 1991]まで混在する論争的な状況で
ある。 
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 和(the overall optimal effects)ではなく、権利侵害に関連する善(the relevant goods)でな
ければ、比例性は付加的条件として妥当性があるとは言い難い8。というのも、あらゆる積
極的な帰結の総和を考慮した場合、例えば戦闘によって得られる兵器の科学的データの収
集といった無関係な善をも比例衡量に載せることが許されるからだ[Hurka 2005:44]。つ
まり、RPS 正当化の付加的条件である比例性は、権利侵害に関わる善こそが考慮されるべ
きである。このように考えた場合、個別的な軍事的成功や戦略的有利の規範的評価もまた、
戦争自体によって問題となっている正義問題に対して中立的でいられない。それは、正当
原因を伴わない不正な戦争における一切の戦闘行為は、事実上比例性を満たないことを意
味する[ibid.:44-45；McMahan 1994:193-331；Rodin 2008:53]。よって、一般理解におけ
る独立テーゼは反証される。 
 
3. 批判の含意 
 戦争に関する規範理論が出発点とする個人の自衛権(RPS)を権利論の観点から分析する
ことで、正戦論の基本構造への一般理解である二つのテーゼが反証された。端的に言えば、
JIB の権利義務関係は、JAB の権利義務関係に対して中立的ではいられない。侵略といっ
た正当原因を伴わない不正な戦争に参加する戦闘員と、これに対して正当な自衛攻撃を行
使する戦闘員の規範的評価には、何らかの相違が存在する。むろん、例えばウォルツァー
は成文化へと結実した戦争慣習に対して過度に理論的な分析をすること自体を避けるべき
である、と考えているようである[Walzer 2006:19-21]。では、こうした一般理解への批判
は、些細な理論的欠点を単に指摘しているに過ぎないのか。ここでは、この批判の後景を
主権平等原則と人権論という二つの観点から整理することで、その含意を摘出したい。 
3.1 主権平等原則 
                                                   
8 正戦論者のなかでも、あらゆる積極的な帰結の総和と消極的な帰結の総和を単純に比較する
ことを比例性と捉える論者も多いが、これは誤っている。比例性が付加的条件として機能する
ためには、積極的な帰結に対する質的な制約が内在される必要がある[Hurka 2005: 39-40]。 
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  JAB と JIB という二つの正義問題が論理的に区別された構造にある、という主張が基本
構造の一般理解として定着するのは、主権国家体制の確立以降と言われている[cf. Bellamy 
2006；Vanderplo 1919]。例えば、バリバール(Balibar,E.)による「国民−社会国家」とい
う定義が示すように、主権国家勃興期の戦争動員は、私有財産権や後の社会権の拡充を伴
った[バリバール 2000]。つまり、戦争は個人の生命や財産、福祉に関する道徳的権利を囲
い込むことで、国民という集合的主体を創造しながら、暴力独占装置という近代的な主権
国家像の確立にとって極めて重要な役割を担ったのだ[cf. 山崎 2012]。それは、国際社会
における権利主体を主権国家単位で捉え、こうした主体に交戦権を平等に付与することで
世界に氾濫する暴力を分節化することでもあった。これにより、戦闘員個人は権利主体た
る主権国家の末端として、JAB に関して中立的な道徳的地位を確保する。つまり、基本構
造の一般理解は、交戦権が与えられる主権平等原則を前提としている[Coates 2008；
Reichberg 2008；Rodin & Shue 2008:15-17]。しかし、このように戦闘員の道徳的地位を
主権国家単位で認識することにより、正戦論の原初的モチーフである RPS 正当化とのあ
いだには決定的な理論的齟齬を生み出すことになる。 
 では、なぜ基本構造の一般理解は RPS 正当化との理論的齟齬を抱えてまでも、近年ま
で一貫して支持されたのだろうか。それは、JAB と論理的に区別して JIB の権利義務関係
を保障することで、戦闘行為の悲惨さが抑制可能である、という極めて実践的な理由にあ
る[Bellamy 2006:129；Clark 1988:38]9。例えば、ウォルツァー正戦論の基底的理念とは、
個人が国家によって戦争へと強制される、という兵士自身の被害者としての共通感覚にあ
                                                   
9 理論的に言えば、JAB と JIB という二つの正義問題が論理的に区別された構造にある、とい
う基本構造の一般理解の妥当性は、戦闘員の規範遵守のインセンティブを生み出しやすい、と
いうルール功利主義の立場から説明されることが多い[Bellamy 2006:129；McMahan 
2010:504-505]。このことは、一般理解への批判の問題点を逆説的に指摘している。つまり、
一般理解への批判は、実践的な理由によって棄却されるべきである、というものだ[Rodin & 
Shue 2008:7-9]。例えば、JAB の確定不確実性問題、もしくは認識論的な問題を考慮した場合、
JAB と JIB の区別を放棄することは、戦闘員の規範遵守へのモチベーションを著しく低下させ、
さらに戦争自体をエスカレートさせる。また、こうした不平等な道徳的地位を個人に課す規範
は事前合意が取れない。こうした主張に対する再批判や、それを受けた議論の展開などは
[Lazar 2010；Rodin & Shue (eds.) 2008]を参照されたい。 
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 る。これにより、兵士たちは戦争自体に関する無責性を互いに承認し合い、限定された行
動範囲内で要請される規範を遵守する、と考えられている[Rodin & Shue 2008:2；福原
2012a]。 
3.2 人権論 
 ところが近年、世界の暴力を分節化してきた主権国家体制の揺らぎを受けて、個人の道
徳的権利を人権論として改めて評価することで、その保護責任を要請する傾向が強まりつ
つある[cf. Shue 1996]。例えば、主権国家が自国民の保護責任を果たせない場合、国際社
会が代理的な責任をもつことを提示した「保護する責任(responsibility to protect)」は、
その典型例であろう[cf. Bellamy 2009]。それは、制度レベルでは主権国家がもつ実行可能
性を認めながらも、理論レベルでは個人の道徳的地位を権利主体として改めて強調してい
る。また、こうした問題構成を受け、権利主体たる国家の自明性を前提としてきた正戦論
に対して規範的な修正を加えようとする体系的な研究も進みつつある[cf. Buchanan 
2010；Caney 2005；Fabre 2012；Palmer-Fernández 2011]。 
  奇しくも、こうした人権論への注目は、個人の責任(liability)と付加的条件によって正当
化される個人の自衛権(RPS)により正戦論の基本構造を理解する主張と極めて親和的であ
る[Rodin & Shue 2008:5]。というのも、こうした主張は、JAB と JIB という二つの正義
問題が論理的に区別された構造にある、という基本構造の一般理解における国家の自明性
を指摘し、さらに他者への危害正当化条件である責任こそが、戦闘における殺害を正当化
する、と論じる。それは、国家から個人への権利主体の変更を重く受け止めた場合、われ
われは特定の個人が殺害に値するのか否か、攻撃の責任があるのか否か、を改めて区別す
る必要性に直面することを示唆している10。そして、こうした示唆は、人道的介入や内戦、
そしてテロリズムといった伝統的な国家間戦争とは一線を画すような暴力形態の抑制にと
                                                   
10 つまり、このような正当な攻撃対象としての個人主義的な責任評価の導入により、脅威によ
り戦闘員と非戦闘員を区別していた従来の非戦闘員保護原則を覆す、という革新的な含意を持
っている[cf. McMahan 2009]。もちろん、ここに批判が集中していることは言うまでもない。 
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 って重要な含意を持つ可能性があるだろう。 
 
4. 終わりに 
 本稿では、正戦論の基本構造への一般理解に対する個人の自衛権(RPS)正当化を基軸と
した批判を紹介した。そして、RPS 正当化にとって決定的となる個人主義的な責任
(liability)評価が近年の人権論への注目と親和性が高いことを指摘した。このような
Taking rights seriously という態度がもたらす正戦論の新たな理解への規範的な評価はこ
こではさしあたり留保しておきたい。ただし、殺害がなぜ正当化されるのか、という倫理
的な問いを終始一貫して権利論の立場から敷衍する態度は、極めて核心的な問題を示唆し
ているように思われる。 
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